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₁．は じ め に
　本稿は，人口減少期に入った日本における都道府県制度の見直しについて国家ガバナンスの視
点から論ずるものである．
　ガバナンス（governance）という言葉はいろいろに使われるが，その本来の意味は「舵取り」で
ある．ラテン語のグベルナーレ，ギリシャ語のクベルナオーが語源であり，英語の「操縦する
（pilot）」や「舵を取る（steer）」に当たる．新約聖書では「嵐のなかの舟をどう舵取りしていく
か」という意味で使われている．ガバナンスの要素は，₁ つは目的の明確化，もう ₁ つは内部チー
ムの制御という ₂ つからなっていると見てよい．ここでは双方を含む「舵を取る」という意味で
使う．
　₂₀₁₈年 ₆ 月に厚労省が発表した人口動態調査によると，₂₀₁₇年に生まれた子供の数は，₉₄万 ₆
千人で，前の年より ₃ 万人以上少なく，過去最低を記録したとの報告があった．逆に，死亡数は
過去最高で約₁₃₄万人に達し，日本の人口はこの ₁ 年間で約₄₀万人減ったことになる．出生率も回
復せず，₁.₄₃に止まる．沖縄県の₁.₉₄，宮崎県の₁.₇₃が上位を占める．総じて九州は出生率が高い
が，東京は₁.₂₁と過去最低にある．この傾向は先進国に共通するもので，出生率₂.₀以上を誇って
いたフランスも₁.₉とおしなべて人口減の傾向にある．日本の今後もおそらくこの傾向は続くので
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はないか．
　そうした時代趨勢の中，この先，日本は国家の進むべき，ガバナンス（舵取り）のあり方を考え
なければならない．
　以下，本稿では ₂ つの点を問題にしたい．仮にこの国を大きく東京国（東京都の地域）と，地方
国（東京都以外の地域）の ₂ つに分けて捉えた場合である．
　 ₁ つは，いま「東京国」で何が起きているかという問題である．東京 ₁ 極集中が問題視される
が，今後，東京の最大の課題は何か，政治的にどんな状況か，それが日本全体に与える影響はど
うかという点である．
　もう ₁ つは，東京を除く対「地方国」の今後についてである．忖度に始まり忖度に終わりそう
な，この ₁ 年余の安倍政治だが，そこで起きている日本官僚制の体たらくは，何が本当の原因な
のか．いま行政改革の話も，地方分権の話も，道州制の話も完全に消えている「改革なき政権！」
が，私達にもたらすものは何かを考えてみたい．
　そして最後にその延長線で，ひとつのケーススタディとして道州制に移行し「九州州」になっ
たら当該地域はどう変わっていくのか，併せて考えてみたい．
　 ₂．「第 ₃の東京論」をめぐって
　さて，第 ₁ の東京国についてだが，これまで東京を問題にする見方は ₂ つあった．
　 ₁ つは，国内不均衡を問題にする「東京一極集中」悪玉論である．東京一極集中が諸悪の根源
でどうすべきか，という話である．
　もう ₁ つは，世界の中での東京衰退論である．この₂₀年間，日本が経済成長ゼロの中，世界が
₂ 倍に成長したこともあり，世界の中で東京はアジアの一極東都市に転落しているという，国際
社会の中の「東京衰退」論である．
　前者の東京一極集中はこれを何とかしないと日本がダメになる，後者の東京衰退論は日本の機
関車東京が地位を下げると日本の地位も下がるので何とかしなければという話である．
　だが，筆者は，この ₂ つだけで東京を問題にする時代は終わったという見方をしている．第 ₃
の東京論の浮上といってもよい．
　すなわち，東京そのものが今後「老いていく」「歳を取っていく」，その中で重い荷物に東京が
なっていくという話である．国民の ₁ 割，GDP の ₂ 割，国税収入の ₄ 割など日本の機関車であっ
た東京が，実は機関車ではなく，日本の最大のリスクを抱える都市に転落していくという，「老い
る東京」論である．
　これまでの東京は若者で溢れる都市であり，憧れの都市だった．しかしこうした時代が去り，
高齢者で溢れ，いまでも借家住まいが ₄ 割も占める高齢者が，団塊の世代が₇₅歳を過ぎる₂₀₂₅年
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以降，もっと増え，税金も家賃も払えず，住むところのない高齢者ホームレスの大都市に転落す
る．
　そして₅₄年前の東京五輪で整備した首都高，橋，トンネル，道路，様々なハードインフラが一
気に「老いる」．この更新に都政は年間 ₃ 兆円も ₄ 兆円も投資せざるを得なくなり，重大な財政危
機に陥るとの見方である．
　つまりこの先，ヒトが老い，インフラが老いる東京を，地方国が支えない限りこの国を維持す
ることはできない，というのが筆者の第 ₃ の東京論である．実はいま都政が問題にすべきなのは
そこである．ところが小池百合子都政がやっていることは，「都政の見える化」といった，凡そ違
う次元の議論をしている．
₃．小池東京都政の光と影
　アップダウンの激しかったここ ₁ 年余の都政混乱は ₂ 年前の ₆ 月₁₅日，舛添要一が都知事を辞
任し，その ₁ ヶ月半後，増田寛也，鳥越俊太郎両氏を破って₂₉₁万票で小池百合子が当選した時に
始まる．
　それから ₁ 年少し，₂₀₁₇年₁₀月₂₂日の衆議院選で「希望の党」が大惨敗するまで，日本の政治
は小池ブーム一色であった．①築地市場の移転問題，②オリンピック ₃ 施設の見直し，③都議会
自民党をブラックボックスと呼び，「都政の見える化」を売りにした．築地から豊洲市場への移転
経緯を問題にし，昨年 ₃ 月には都議会に百条委員会を設置し，石原慎太郎元都知事や浜渦元副知
事，東京ガス社長ら幹部₂₈人を証人喚問した．国民に＂正義の味方現れる＂といった期待感を抱
かせ，その頃の小池氏は総理の地位もねらうかのように自信満々であり，メディアの報道量の全
国一であった．そのピークは同₁₇年 ₇ 月 ₂ 日の都議会選挙まで続いた．
　「都民ファースト」という，新しい地域政党をつくって，₁₂₇議席中₅₅議席も獲得し，逆に自民
党は₂₃議席と大惨敗した（表 ₁ ）．
　この流れに乗っての「希望の党」の創設，衆院選進出であったが，残念ながら都民を含め国民
はノーという答えを出した．その時点から事実上，小池百合子は政治舞台から消えていき，以後，
鳴かず飛ばずの小池都政である．これが現在の状況である．
　もっとも都議選は ₄ 年毎にブームが起き，第 ₁ 党が大きく入れ替わる（表 ₂ ）．
　₀₉年から ₃ 回の都議選の表を掲げたが，₀₉年は民主党ブームで₁₂₇議席中₅₄でトップ，₁₃年は自
民党が復活し₅₉議席でトップ，昨年の₁₇年は都民ファーストのブームで　₅₅議席でトップ．筆者
の予測では，次の₂₁年は自民党が戻って₅₅議席以上を得てトップになると見るがどうか．
　現在の小池都政の看板は「東京大改革」である．しかし，やっていることは東京を変える話で
はなく，都政改革のレベル．看板とやっていることに大きなズレがある．
160
　＂問題提起はよいが，問題解決はできない．＂＂都庁官僚を使わず，少数の外部から委嘱した特別
顧問に意思決定を委ね，事実上， ₇ 万人巨大官僚制は機能不全に陥っている．＂それが現在の小池
都政の評価である．
　₂₀₂₀年の東京五輪の準備も大幅に遅れ，大動脈になる環状 ₂ 号線という道路の整備も築地市場
移転延期のあおりで整備できず，このままではオリンピックは大混乱に陥るのではないか．₂₀₂₀
年が現都知事の体制でよいかどうか，疑問視する声もある．
　それはともかく，ここ ₅ ～ ₆ 年の東京の政治は小池都政に限らない．石原慎太郎が ₄ 期目を ₁
年半で辞任して以降，猪瀬直樹 ₁ 年，舛添要一 ₂ 年 ₄ ヶ月，小池百合子 ₁ 年₁₀ヶ月（まだ続いてい
るが）と短命都政が続いており， ₅ 年間で ₄ 回も都知事選をやるという，異常な状態にある．私達
は東京一極集中を問題にし，何とかしろといっているのに ₁ 回₅₀億円， ₄ 回で₂₀₀億円も掛けて，
毎年のように都知事選をやっている状況にある．メディアの話題はともかく，国民の役に立たな
い都知事を選んでいるのではないか，一体選挙は何なのか，政治ショーではないはずなのに，ど
うも東京の最近の政治はそれに近い．
　東京を変える，真の東京大改革とは何を問題にすべきか．それは当然のことだが，時代背景と
深く関わる．
　東京の政治を分析すると都知事は時代が生むもの，という特徴がはっきり見えてくる．アメリ
カ大統領が民主党，共和党と順番に代わり，政策が変わるのと似ている．右に左に振り子が動い
ている（図 ₁ ）．都政の特徴を経済重視・ハード重視か，生活重視・ソフト重視か，で見ると都知
事が変わる毎に変化している．
　₅₄年前の東京五輪の時の東都政は経済・ハード，一転，革新美濃部の時は生活・ソフト，オイ
ルショック後の鈴木都政は経済・ハード， ₁ 期ですが青島都政は生活・ソフト，その後の石原都
表 2　都議会第 ₁党の変遷
₂₀₀₉年都議選～民主₅₄ vs 自民₃₈ vs 公明₂₃ ←第 ₁党（民主）占有率（₄₂.₅％）
₂₀₁₃年都議選～民主₁₅ vs 自民₅₉ vs 公明₂₃ ←第 ₁党（自民）　〃　（₄₆.₄％）
₂₀₁₇年都議選～都民ファ₅₅ vs 自民₂₃ vs 公明₂₃ ←第 ₁党（都民ファ）〃（₄₃.₃％）
表 1　₂₀₁₇年 ₇ 月 ₂ 日　都議選
自民 公明 共産 民進 都民フ ネット 維新 社民 諸派 無所属 計
合計 ₂₃ ₂₃ ₁₉ ₅ ₅₅ ₁ ₁ ₀ ₀ ₀ ₁₂₇
（現） ₂₁ ₁₉ ₁₁ ₃ ₁₁ ₁ ₁ ₀ ₀ ₀ ₆₇
（元） ₀ ₀ ₀ ₁ ₅ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₆
（新） ₂ ₄ ₈ ₁ ₃₉ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₅₄
（改選前） ₅₇ ₂₂ ₁₇ ₇ ₆ ₃ ₁ ₀ ₀ ₁₃ ₁₂₆（欠）
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政は経済・ハード重視という具合，にである．
　その後の猪瀬，舛添，小池は不明ですが（短すぎて），間違いなく生活重視・ソフト重点でなけ
ればならない．
　いま小池都政のいう東京大改革は，「都政の見える化」だが，本来はそうではなく，大きく ₃ つ
のことを問題にすべきではないか．
　第 ₁ は，₂₀₂₀年の東京五輪を大成功に導くこと．これは国家プロジェクトである．
　第 ₂ は，本腰を入れて「老いる東京」問題と対決すること．ヒトが老いる，インフラが老いる，
この ₂ つの東京問題と対決しなければ，日本全体が大きなリスクを負う．
　第 ₃ は，一極集中の抑制のため東京減反政策を実行する．
　東京の選挙結果，政策は国政の先行指標といわれるが，いまの状況は残念ながら先行指標たり
得ない，そうした異常な状況にあるというのが東京国の現状である．筆者はそう見ている．
　 ₄．「地方国」はどうなるか
　さてもう ₁ つの問題，地方国はどうなるかの話題に移ろう．本論文のメインテーマはここにあ
る．まず明治維新から₁₅₀年を経て何が変わり何をどう変えるべきか，という点だ．
　明治維新からこの₁₅₀年間を一言でいうなら，日本はひたすらヒトは増え，所得は増え，税収は
増え，経済は成長する，「右肩上がり社会」であったということである．それは「欧米に追いつ
け・追い越せ」を目標とした近代化，キャッチアップに成功した姿でもある．これは国民が総動
員で支えてきた，中央集権体制の成果でもあった．
　しかし，₁₀年前の ₁ 億₂₈₀₀万人をピークに人口減少に転じ，この先，坂を下るように右肩下が
図 1　都政の振り子
東都政
美濃部都政
鈴木都政
青島都政
小池都政（＋舛添）
石原都政（＋猪瀬）
ソフト重点生活重視 ハード重点経済重視
資料：佐々木信夫『都知事』（中公新書，₂₀₁₁年）₃₁頁に加筆
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り，年を追うごとに厳しい下り坂となっていく「右肩下がり社会」となろう．ヒトは減り，所得
は減り，経済は低迷する社会に向かっていく．しかし「税金」だけはうなぎ上りに増える．どこ
かおかしくないだろうか．
　明治維新に行われた，徳川体制であった₃₀₀の藩を₄₇府県に再編し近代国家をスタートさせた
「廃藩置県」は日本の人口が拡大していく時代に備えた「政治革命」であったとみることができ
る．
　だが，これからは，それとは全く逆の方向，人口急減，縮小時代に入る．そうした時代を睨む
なら，これから行われるべき「政治革命」は「廃県置州」ではないのか．
　廃藩置県から廃県置州へ―これがこれからの日本が行うべき最大の改革テーマである．
　明治半ばに中央集権体制の足場として内務省の総合出先機関としてつくられた₄₇府県体制，戦
後これは地方自治体となり，₇₀年間一定の役割を果たしてきた．広域自治体と定義される都道府
県だが，どうして馬，船，徒歩の時代に区割りした狭い₄₇の区割りの中で広域行政ができるのか．
いまや世の中は，道路も鉄道も空港も高速化され，高度にネットワーク化された高度情報社会で
ある．
　広域行政というなら，農林水産も国土交通も厚生労働も教育も税の課税も警察も各州に移管し，
全国を₁₀の州政府へ再編統合し内政の拠点とすれば，本当の広域行政となるのではないか．その
統治機構改革で浮くカネは₂₀～₃₀兆円規模になるとも試算される．これは消費税₁₀～₁₅％に相当
する．もしこれをやるなら，増税など要らない．こうすることで，若者達も初めて夢を持ち元気
になろう．
　関連で述べると，いま国会を中心に憲法改正論議が高まっているが，しかし残念ながら少しピ
ントが違うように思われる．緊急事態条項の創設，憲法 ₉ 条に自衛隊を書き込む，教育の無償化，
参議院の合区を廃止するという，既に法律や財政で処理できる話をわざわざ憲法改正といってい
る．　
　とりわけ ₄ つめの鳥取・島根，高知・徳島の合区を廃止し，₄₇都道府県を憲法上に銘記し，必
ず参議院議員は各県から ₁ 人は選ばれる制度に変えようという話を政権与党は侃侃諤諤やってい
るが，果してこれが時代の要請なのか．
　これが将来の日本を設計する憲法改正のメインテーマなのか．広域・高速化した時代に，古い
馬，船，徒歩の時代の話をわざわざ持ち出しているようなものではないか．これは，運転席に
座って時代を後ろ向きに運転するようなものではないのか．
　ここで問題にしている一票の格差などは，₄₇都道府県を₁₀程度の広域の州制度に変えれば一遍
に解消する．
　この先，参議院は₄₇都道府県の代表ではなく，₁₀の州と全国代表の₁₀₀名もいれば十分ではない
のか．あの巨大な面積のアメリカ合衆国ですら，全米₅₀州から上院議員を ₂ 人ずつ選び，₁₀₀名で
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上院を運営している．カリフォルニア州 ₁ 州の面積しかない日本でどうして₂₄₂名も参議院議員が
必要なのか．しかも最近，合区を廃止しない場合，該当する選挙区の定員を ₄ 名増やし比例区で
処遇する，埼玉県の人口が多いので ₂ 名増やす．つまり参議院議員を ₆ 名増やし₂₄₈人にするとい
う話を政権与党は決めている．
　もし₅₀年に一度あるかないか，その憲法改正をやるなら，新たな日本を構想する骨太の改革，
例えば憲法第 ₈ 章の地方自治を大幅に改正し，地方主権を確立する視点を明確にしたらどうか．
それが憲法改正の本丸ではないのか．
　「地方主権の国」をつくり，税金も国民の身近なところで集め，使われる国づくりだ．これには
市町村も含め，地域の自治体に立法権，行政権，一部司法権など地域をマネージメントできる統
治権を落とし込む必要がある．その中核に広域の州からなる道州制国家がある．筆者はこれを日
本型州構想と呼んでいるが，これで財政再建も可能となり，人口減少国家にふさわしい体制がで
きる．
₅．人口減少の時代がもたらすもの
　さて，人口減少の話をもっと掘り下げていきたい．これからの日本は明治以来経験したことの
ない人口減少社会に突き進んでいく．
　だが世の中では，口を開けば「人口が減って大変だ」，「地方が衰退し大変だ」と人口減少を問
題にするが，騒ぎの割に有効な解決方法は出されていない．₁₇年₁₀月の総選挙でも話題は子育て
支援のための＂教育無償化＂の話ぐらいだった．これが本当に有効かどうか．人口減少を止める
には「教育を無償化すべきだ」と安倍首相は述べ，それを保障するために憲法改正をやるべきだ，
とまことしやかにいっているが，本当にそうだろうか．
　かつて東京都の美濃部革新都政が老人医療の無料化をやり財政破たんを招いたように，教育無
償化がこの国の財政を硬直化し，既得権化し，義務より権利だけを主張する国家にならないか．
もしカネがなくなったら無償化はどうなるのか．財政破綻への道ではないのか．これまではある
意味，貧しくとも，カネがなくとも勉強したい一心で歯を食いしばり勉強して築き上げた日本で
はなかったのか．それを「無償化」という美名のもとに一律に若者を庇護のもとに置く．過保護
が若者の意欲を殺ぎ，むしろ自己成長を阻む道に繫がらないのか．最小限の担保はともかく，一
律の給付行政に教育を落とし込むことが本当に正しいのか，そこもしっかり議論すべきである．
　人口減少について，聞きたい．人口は必ず増えなければならないことなのかどうか．日本で府
県制度が始まった₁₃₅年前（明治₂₃年），日本の総人口はたった₃₅₀₀万人であった．人口が一番多い
県は新潟県であり，東京府は ₉ 番目であった．
　ところがどうか．その後，人口大爆発となり ₁ 世紀少しで ₄ 倍に膨れ上がり ₁ 億₂₈₀₀万人に
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なった．東京は₁₃₀₀万人にも膨れダントツ ₁ 位になった．この倍々ゲームのように膨れ上がった
この₂₀世紀という歴史上特異な世紀を正当化し，人口はこの先も増えなければならないという議
論をしている．そうだろうか．様々な科学の予測では₈₀年後 ₈ 千万人に減るとされる．もちろん
これ自体，問題かもしれない．しかし，これまで ₁ 億₂₈₀₀万人の暮らしに合うよう道路，橋，住
宅など整備された社会資本を₈₀₀₀万人で使うなら，むしろ豊かになると考えることはできないか．
現在の GDP₅₀₀兆円をハイテク技術で維持できる前提だが．客観的事実としては，フランスを除
き先進諸国の多くは人口減少がトレンドである．これは経済成熟国の共通の特徴ともいえるので
はないか．
　もし，日本でもいろいろ努力をしても，なお趨勢として人口減少が避けられないというのなら，
むしろ人口減少へのソフトランディング（軟着陸）の道を探るのが現実的ではないのか．人口減少
時代に合った「新たな国づくり」を本格的に始めたらどうか．耳触りのよいバラマキ政策や支援
策ではなく，新たな国づくりの設計を国民的議論にしていく，これが政治の重要な役割であると
筆者は考える．
　核心的な話に進もう．単純にいうと，入れるものがどんどん小さくなっていくのに，受け皿で
ある入れ物，行政システムが昔の人口増時代の大きさのままでよいのか，ということである．安
倍首相は人口減少について，現在の出生率₁.₄₃を希望出生率₁.₈に持ち上げると声高に叫んでいる
が，幾ら「お経」を唱えても単なる願望，幻想に終わるのではないか．少子化の分析だが，現在
日本では₂₀～₃₉歳の女性の層で₉₀％の子供が生まれているが，うち ₃ 分の ₂ は結婚をし，子供が
いる．ここでの出生率は₁.₈だ．一方， ₃ 分の ₁ は結婚しないないし子供もいない．ここでは出生
率は₀.₀だ．この双方を合わせて割り算すると，全体の出生率が₁.₄₃になるという訳である．
　すると政府のいう希望出生率₁.₈を達成するにはどうなるか． ₃ 分の ₂ の層にあと ₁ 人子供が生
まれるか， ₃ 分の ₁ の層が結婚し子供を₁.₈人生むか．このいずれかが実現しないと安倍首相のい
う希望出生率は達成されない．だが少子化の要因は，晩婚化，非婚化，高学歴化，核家族化，将
来不安化，子育て環境不十分，さらに非正規労働にしか就けなかった₃₀～₄₅歳の就職氷河期世代，
子育て環境も都市部は悪い．などなどこうした ₆ つも ₇ つもある要因が複合して少子化が進んで
いる．この複合要因を取り除けるのか．まして子供を産むかどうか，個人，家族内の選択に行政
が入り込めると思うか．
　現実を見なくてはならない．予測通り₃₀年後， ₁ 億人を割り，₈₀年後₈₀₀₀万人を割り込むなら，
それを事実として受け止め，もうこれ以上借金は増やさないことだ．
　諸氏に聞く．現在の国と地方の借金合計₁₂₀₀兆円をどうするのか，と．この₂₀年間，毎年₆₀兆
円規模で借金は増え続けている．結果どうなったか．概算でいうと，赤ん坊まで含め国民 ₁ 人
₁₀₀₀万円の公的借金がある．家族 ₄ 人で₄₀₀₀万円，これをどのようにして返すのか．
　一般市民の感覚でモノを見よう．現在，サラリーマンが住宅を買う際の借金能力の限界は年収
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の ₅ 倍，₃₅₀₀万円までとされる．だが，既に各家族は公的借金₄₀₀₀万円で縛られている．もう個
人では借金ができない状態だ．すると，これからの若い人たちは住宅すら持てない，ホームレス
になるしかない．もちろん，橋の下で暮らすホームレスという意味ではないが，住宅を持てない
時代となる．これが豊かな国づくりであろうか．
　逃げ切り世代，今がよければそれでよし，シルバーデモクラシーの横行が未来を蝕んでいる．
どうしてこれを政治は問題にしないのか，隠ぺいもいい加減にすべきだ．
　日本はこの₂₀年間，デフレ，インフレいろいろ変動したが，経済成長は実質ゼロである．景気
変動と経済成長を混同して説明しているが，事実，平均化すると GDP₅₀₀兆円は₂₀年間変わって
いない．だから₂₀年間で世界に占める日本経済のシュアは₁₈％から ₈ ％へ転落した．中国にも抜
かれた．ところが「来年は景気がよくなる，成長する」と大量の赤字国債を増発し，この無様な
結果になった．政治家はウソをいっている．選挙に勝つために大赤字の国家経営の失敗を伏せて
いる．この先，誰がどのようにして責任を取るのか，誰も取らないのではないのか．
　日本は今，国民生活の ₃ 分の ₁ が個人や企業では解決できない「公共分野」とされ，そこに毎
年₁₆₀兆円のカネが投入されている．ただこの先，老いるヒト，老いるインフラで日本は非常に苦
しい状況になっていく．道路，下水道，公共施設の老朽化は深刻で，道路，橋だけ見ても₁₀年後，
全体の ₆ 割が耐用年数の₅₀年を超える．この更新にどれだけおカネが掛るか，誰も計算しない．
　いまの税の体力では，社会保障，教育の無償化，借金の返済という固定経費だけでも賄えない
のに，それにインフラの更新という新たな年間₁₀兆円，₂₀兆円という固定経費が加わってくる．こ
れだけで税は足りなくなる．ますます国家経営は赤字となる．こうした政治をいつまで続けるの
か．早晩この国は財政破綻が現実化しよう．なので，これまでのあらゆるシステムを総点検する
必要がある．
　日本の国，地方を合わせた国家の経営を見ると，₁₉₉₁年のバブル経済崩壊後，歳出は概ね₁₆₀兆
円だが，税収はバブル以前の₁₀₀兆円に届かなくなった．その差を毎年，赤字国債・地方債を大量
に発行し凌いできた．その累積額が₁₂₀₀兆円という訳だ．このワニの口のように開いた歳出₁₆₀兆
円，歳入₁₀₀兆円，その差₆₀兆円の赤字経営を続けることが，私たちの身の丈に合った国家経営な
のか．これを改革せずして，どこに希望があるというのか．
　ただ改革といっても，選択肢は ₂ つしかない． ₁ つは₁₆₀兆円の歳出規模に合わせるよう今後も
大増税を続ける．もう ₁ つは歳入の₁₀₀兆円規模に合わせるように歳出を大幅カットする．どちら
が政治的に可能だろうか．だが，＂サービスは大きく負担は小さく＂こう主張する方が勝つポピュ
リズム政治の中では，実は大増税も，大幅なサービスカットもできないではないか．いずれを主
張しても選挙で負けるからである．
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₆ ．フルセット行政が日本を潰す
　では，私たちは座して死を待つしかないのか．答えは ₁ つある．₁₃₅年間無傷できた₄₇都道府県
体制，これを解体し₁₀程度の広域の州に造り替え，₃₀兆円規模のムダを排除することだ．この国
の統治システムに問題があるということである．₄₇の都道府県がそれぞれ同じことをやるフルセッ
ト行政．それに国民から遠い政府が他人事のような政策づくりをし，補助金で地方に仕事をさせ
る，この中央集権体制に ₂ 重， ₃ 重の大きなムダがある．
　₁₃₅年間，無傷できた₄₇府県体制，馬，船，徒歩の時代につくられた₄₇の区割を，全てが高速化
した現代社会に後生大事に維持していくことがいかにムダであり，非効率か．
　例えば，各県はあたかも₄₇の国であるかのように，県知事も県職員も県議会議員も，隣の県の
ことには殆ど関心がない．何も知らない，隣はよその国であるかのような行動様式にある．これ
では徳川時代の₃₀₀藩制時代と同じではないか．否，戦国の世と違い，他県から攻め込まれないだ
け余計安閑としている．
　日本にはヘリポートを除いても空港が₉₇もある．₄₇都道府県に₉₇の空港，これは各県が「オラ
が県にも空港を！」と競った結果，こうなった．しかし，羽田，中部，関空，福岡空港など数か
所の幹線空港を除くとみな赤字である．県営空港はみな赤字．東京へ飛ぶしか利用価値がない．
新幹線と競合し競争に負けている．フルセット行政の弊害の際たるものである．
　これではダメだ．日本の戦後政治は，職住近接の社会をつくろう，東京に出なくとも生活でき
る地方をつくろうとインフラ整備に力を注いできた．田中角栄の『日本列島改造論』を下敷きに
新幹線，高速道，ジェット空港，そして高度情報通信網など「高速インフラ」を整備し，地方分
散や職住近接の社会を実現しようとしてきた．
　しかし，どうだろうか．それを整備すればするほどストロー効果が働き，東京一極集中が進む
という矛盾が起きてしまった．何がこれを起こす原因だろうか．端的にいうなら日本の意思決定
の仕組みが首都東京に一極集中しているからである．政治，行政，経済，情報，教育，文化，国
際の全ての高次中枢機能が国土のたった₀.₃％の東京区部に一極集中したままだ．これが日本を歪
めている最大の要因である．
　東京一極集中の本質は，①ヒト，モノ，カネ，情報が東京に一極集中しているという面と，②
国全体に関わる意思決定の仕組みが東京に一極集中している面の ₂ つがある．
　この東京一極集中の問題側面にメスを入れるのが，残された日本最大の構造改革である．これ
から日本創生のために行われるべき改革は，道路，橋をつくり続けるハードインフラの整備では
なく，意思決定の仕組みを中央集権から「地域のことは地域で決める」地方分権を進め，地方主
権国家をつくるソフトインフラの大改革ではないだろうか．
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　外交，防衛，通商，危機管理は国が担当する，一方，内政は大都市も地方都市も農村もそれぞ
れの地域が豊かに暮らすために立法，行政，そして一部司法権という統治権を持つ．とりわけ府
県に代わる広域の各州が内政の拠点としてこの国を引っ張る，それが新たな日本の姿ではないか．
国民生活に関わる「ゆりかごから墓場まで」は市町村を第 ₁ の政府と位置付けて強化すること．
第 ₁ の政府といったら国ではなく市町村である．それが地方主権国家の姿である．
₇．源泉徴収制度が民主主義を育てない
　もう ₁ つ加えると，中央集権体制が発展を阻害している面がある．日本には，納税者意識が育
つことを殺（そ）ぐ制度が，厳然と残っているということが問題である．例えば，税金の源泉徴収
の制度がそのひとつ．私達は当たり前のように思っているが，これは₁₉₄₀年の戦時体制下で，国
民全体から確実にカネを集める制度として，ナチス・ドイツにならってできたものだ．それは，戦
費の確保，国民の健康維持，戦争で負傷した人々への医療費調達という名目で始まったものだが，
ホンネは税金を国が支配するところにある．本来税務署が職務として行うべき税の徴収事務を勤
務先の会社に転嫁し，膨大な手数を各社の給与係が負う仕組みである．これは納税を自ら申告す
る欧米と全く違う．
　結果として，私たち国民は自身が幾ら税金を納めているか自体，関心を持たなくなってしまっ
た．見方によっては，巧妙な統治システムで．財政危機が深刻化しても，決して納税者の反乱が
起こらない仕組みともいえる．日本に民主主義が育たないことがよく分かる．
　日本を事実上財政破綻に追い込んだ為政者らは政策失敗の責任を取らず，自ら身を削る改革は
先送りし，政治改革も行政改革も，公務員改革も手付かずの状況だ．一体これは何なのか．
　こうした集権体制を国民の手で税金をコントロールできる地方主権体制に変える改革，それが
日本の行うべき最大の改革テーマである．
　何でも国に任せていればうまくいく，もはやそれは幻想である．産業育成や福祉，教育，イン
フラ整備，犯罪防止など身近なことは，国よりも事情をよく知る地域，ないし広域圏に委ねた方
がうまくいく．国が単発のエンジン，ひとつのモノサシでこの国を引っ張るより，「₁₀のエンジ
ン，多様なモノサシ」で国民を喚起する，そうした「多発エンジンの国」の方が間違いなく元気
で，豊かになる．
　しかし，政治は相変わらずアベノミクスと称し，経済は成長する，所得は増える，物価は上が
る，物は売れるといっているが，この₂₀年間の事実を見るとにわかには信じがたい．これまでの
経緯から幾ら「お経」を唱えても単なる願望，幻想に終わるのではないか．
　そうではない．いまどこかに消え去っているが，これまで＂幻の改革構想＂と挫折を繰り返し
てきた「道州制」について，改めて検討すべきだ．その改革を阻む壁，問題がどこにあったかを
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総括し，「上から目線」ではなく，実際に所在する大都市，中都市をベースとする，「下から目線」
「地域からの目線」で多極分散型国家をめざす新たな日本型州構想，新たな「日本のかたち」を構
想する時ではないのか．カネの掛らない賢い政府システムに変えることだ．それが明治維新から
₁₅₀年目を迎えた日本の最大の改革テーマであり，それが真の地方創生，日本再生の道ではないだ
ろうか．
　この改革には，国，地方という政治家の区別はない．国と地方でたった ₃ 万 ₈ 千人という少数
しかいない，国民，住民から選ばれた少数の政治エリートがリードすべき改革テーマである．廃
県置州！　それがこれからの大改革のテーマだ．
₈．道州制は国鉄改革の政府版
　道州制の性格は様々いわれてきたが，表 ₃ の②が現実妥当な性格といってよい．
　要約的にいうと，道州制は国鉄改革の政府版と考えてよい．かつて国鉄は全国に張り巡らされ
た鉄路を ₁ つのサイフとし，東京本社で一括管理していた．それが赤字に転落したのは，₁₉₆₄年
（昭和₃₉年），前の東京オリンピックの年である．赤字解消をめざし何度も国会で経営改善計画が取
り上げられたが，悉く失敗した．結局，₁₉₈₇年の土光臨調で分割・民営化が打ち出され，大国鉄
は解体し， ₇ つのブロック会社（JR）になり，それから₃₀年，見事蘇ったではないか．例えば，
JR 九州は ₇ つ星の高級リゾート列車を開発するなど全国のモデルになっている．
　日本では何度も道州制を導入しようという動きはあった．直近でも₁₀年前，第 ₁ 次安倍政権で
道州制担当大臣（渡辺喜美）を置き，そのもとの道州制ビジョン懇話会が₂₀₁₈年に地域主権型道州
制へ移行すべきだと中間報告をまとめている．
　しかし，その後，民主党に政権交代し，議論は停止してしまった．勿論，それだけではなく，
従来のモノは①上から目線の羊羹切りのような区割り論が先行し，②小規模町村の反発や格差拡
大への懸念でかき消された．③関係各省は権限縮小に抵抗したし，④中小自治体からは財政悪化
や政策能力の低さを不安視する声から地方分権そのものにも腰が引けてしまった．全国知事会も
かつては ₇ 割が賛成だったが，現在は ₇ 割が反対論者で占められている．国の各省の中堅官僚（課
長クラス）の出身者が多く，各省の反対の言い分を出城のように県知事が反対．結果として道州制
移行は＂幻の構想＂になっているという訳である．
表 3　道州制の性格
類　型 知　事 議　会 役　　割 自治権
①地方府 官　選 公　選 不完全自治体 △ ←中央集権型道州制
②道州制 公　選 公　選 広域自治体 ○ ←地方主権型道州制
③連邦制 公　選 公　選 独立地方政府 ◎ ←連邦国家型道州制
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　ただ，これでよいとは思えない．筆者のいう日本型州構想はそうではなく，道州制という表現
を使わないだけでなく，「国と市町村の間に立って卸売業を主な任務とする府県制度」は，次々に
政令市，中核市の誕生で空洞化している．その解体再編は不可欠という訳だ．そこで下から目線，
地域からの目線で実在する政令市（₂₀）や中核市（₆₀）をそれぞれ特別市，政令市に格上げし，それ
を外から包むように広域行政を担う「州」政府をつくり，国の内政の権限を大幅に移管し，JR 九
州，JR 東海，JR 西日本のように自立できる内政の拠点をつくるというもの．北海道は北海道州，
九州は九州州となり，道州という表現も消える．
　稼げるところに稼がせる，大都市と各州がこの国を引っ張る仕組みです．もうこれ以上の東京
一極集中も地方過疎の進行も望まない．次代を見据えた賢い統治システムを生み，人口減時代で
も元気な国になる日本づくりをめざすことだ．その切り札が「日本型州構想」の実現という訳で
ある．
₉．九州広域圏が「九州州」になったら
　最後にひとつのケーススタディとして，この先，日本が改革を進め，連邦制に近い「地方主権
型の州国家」体制に移行し，九州 ₇ 県がひとつの独立した「九州州」になったらどうなるか，に
ついて考察してみたい．
　まず，税金を九州の人々の身近なところで集め，その使い方を自ら決めるように変わる．州は
州税で市町村は市町村税で集め，最小限必要な格差調整は州がやる．
　このためには市町村も含め，自治体に立法権，行政権，一部司法権など地域をマネージメント
できる統治権を落とし込む必要がある．それを行うことで，まさに九州の自立，「自己決定・自己
責任・自己負担」という地方自治の大原則により，地域経営が行われるように変わる．
　九州は現在，日本の中でそれぞれの県の出生率が上位に位置されるが，これは住みよい条件が
あることを自然に表しているといってよい．職・住・遊・学・憩の都市国家が持つべき ₅ つの機
能を備えている，そうした中規模都市が連担している広域圏で，ドイツのイメージに近い．
　この九州は，プサン（距離₂₁₀㎞），ソウル（同₅₄₀㎞），上海（同₈₇₀㎞）などが₁₀₀₀㎞圏内にあ
り，アジアを中心に₂₁都市に定期便を就航させているが，この距離感は，東京⇔福岡の距離感と
ほぼ同じだから，現在は日本で見ると外れの方に位置する圏域（九州）に見えるが，九州州として
自立すると，むしろ東京までを ₁ つの圏域とするアジアの中心，真ん中に位置するゲートウエイ
（玄関）となる訳だ．
　現在，九州の経済は人口でも GDP でも「日本の ₁ 割経済」といわれているが，この先，九州が
独自の政策として海外との交流，貿易をより強め，経済活動を活発化させていく．福岡をハブ空
港，海運は北九州で韓国，北朝鮮，中国，ロシアとの繫がりを深めていくとどうなるか．大きく
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飛躍するのではないだろうか．
　これまでの，それぞれの県が持つ持ち味をブレンドし，州政府が広域政策として束ねていくな
ら，経済力は数段増していく．九州は現在でも世界で₁₆番目のオランダ並みの経済力を持つが，
ひとつの州になると₁₀年後は，遥かにオランダを凌ぐ₁₀番目，₁₁番目に位置するオーストラリア
やインドを超える経済立国になる可能性がある．東京がいま GDP の ₂ 割を占めるが，九州州が
₁.₅倍， ₂ 倍と成長し GDP の ₂ 割を占めるのも夢ではない．これで東京と並ぶ訳だ．九州自立の
会が掲げる「観光王国九州」がブランドとして世界に認知される時が来る訳である．
₁₀．道州制移行をどう進めるか
　現在の「改革なき政治！」，特定の地域の規制緩和を図る国家戦略特区などで差配するのではな
く，日本全体の経済規制を大胆に外し，政治行政の地方分権を進め，立法権や課税権を州に移す
「廃県置州」の政治改革を断行する時である．筆者はそう考える．
　明治維新から₁₅₀年経た，今に生きる政治家がやるべき改革課題は廃県置州だ．閉塞感の漂う，
景気対策にばかりこだわる政治ではなく，新たな国づくりに目を開く時ではないか．その先頭に
立つのが「九州自立の会」の大きな役割ではないか．日本の改革は西からしか進まない．
　具体的に筆者はこう考える．
　まず政府の内閣官房に道州制担当参与をおき，研究会を始める．並行して，各ブロック圏単位
に道州制ブロック国民会議を立ち上げ，まさに「九州の自立を考える会」が行っているような広
域行政ビジョンを地域の政治，行政，経済界などが合同で創り上げる．その点，九州自立を考え
る会は，既に「九州道州制国民会議」と称してよい内容になっている．
　その全国各地の意見を集約する形で日本型州構想への移行を法的に準備する．もし憲法改正を
やるなら，そのための基本枠を憲法改正の中で位置付けるという，制度移行の手順が想定される．
それには第 ₂ 臨調から既に₄₀年余経つが，今度は官僚の体たらくの解決も含め，人口減少時代に
ふさわしい国家のあり方を再構築するための大ぶりな第 ₃ 臨調を立ち上げる．その中核に道州制
移行を据え，改革を本格化すべきである．
　ともかく，座していても始まらない．＂地方の反乱＂が世論を喚起し，国を動かす．いまの国は
官僚機構が ₂ 重，₃ 重でなおかつ縦割りだから，トップリーダー自身が動かすのは難しい．メディ
アを含め，重税感にもがく国民が動くべきである．
　もっとも，現在の安倍内閣でもまだ使い道はある．いまある国家戦略特区の道州制版として，
「九州道州制特区」を指定せよと筆者はいいたい．九州自立の会代表の蔵内勇夫会長が官邸に乗り
込み，この件で安倍総理に会うのは，加計学園の加計孝太郎が会うのと違い，全く問題はない．
何もこそこそ会う必要はない．堂々と主張すべきことを主張すべきである．それに呼応する形で，
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九州自立を考える会が狼煙（狼煙）を上げればよいのだ．日本の改革は西からしか進まない，それ
は歴史の証明するところである．
　東京一極集中のリスクを絶つため，これから東京減反政策（規模の適正化， ₂ 割減反）をやる，
大阪を副首都に，福岡を準副首都に位置付ける，そして新たな日本のかたちとして全国を₁₀州 ₂
都市州に再編する． ₂ 都市州とは，東京都，大阪都の ₂ つを他の広域州並みに都市州として扱う
ということである．
₁₁．むすび――真の豊かな国づくり
　それによって₂₀兆円から₃₀兆円を削減し，政府機構を全体的にスリムにし，動きをよくする．
その一方で，広域圏（州）同士が競い合って地域圏づくりを磨く，そして対外貿易を活発化するこ
とで日本経済を再生していく，そうした時代を早くつくる必要がある．
　人口が減っても発展する豊かな国，少数精鋭の日本づくり，これが次の新しい国の姿である．
これに反対する国民はいないのではないか．人口は増えればよい，経済は成長すればよいと「量」
の拡大ばかり追いかけてきた₂₀世紀の発想からパラダイム転換する．「質」を問題にすべきであ
る．人口は減っても分配の偏在（地域間格差，世代間格差，性別間格差）などを是正する．ハイテク
技術で GDP₅₀₀兆円水準を維持する．そのために技術，教育には投資すべきだ．すると，国民 ₁
人当たりの GDP が大きくなり， ₁ 億₂₈₀₀万人用整備した道路，橋，空港など社会資本を₈₀₀₀万人
で使う．こうすれば，これから₂₂世紀の始まりまで，仮に経済はゼロ成長であっても世界で一番
豊かな国になる．
　それには，まず連携の熟度の高い九州が九州道州制特区の創設を内閣に要求し，認めさせる．
ここから日本再生を始める．西から改革の狼煙を上げる．こうしたシナリオが日本創生の次代版
として想定される．こうした大胆な改革なくして日本に展望は拓けない．
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